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アビームコンサルティングは、アジア発のグローバルコンサルティングファームと
して、お客様のグローバル事業拡大をご支援するために、付加価値の高いコン
サルティングサービスを提供し続けてまいりました。業界・業種に特有の課題や
市場ニーズ、国や地域ごとに異なる文化や商習慣を踏まえ、企業戦略から業務
改革、IT構築、運用・保守にわたる全サービス領域で、深い洞察力と豊富な経験
に裏打ちされたお客様ごとのベストプラクティスを提供します。お客様の経営革
新を強力に推進する「リアルパートナー」、それがアビームコンサルティングです。
―本誌はアビームコンサルティングの「いま」をお伝えする広報誌です。
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TO P  M E SS A G E  

「VUCA」（Volatility（変動性）、Uncertainty（不確実性）、Complexity（複雑性）、Ambiguity
（曖昧性）の時代を勝ち抜くために、先進のテクノロジーを活用したデジタルトランスフォー
メーション（DX）の実現が多くの企業の課題となっている。欧米や中国などに比べて、日本の
取り組みは後れを取っているといわれるが、DXの実現には何が必要なのか。アビームコンサ
ルティングがDXの先に見据える「Connected Enterprise（業界間連携）」を視野に読み解く。

企業の枠を超え、新たな付加価値を創出する
「Connected Enterprise」で社会課題の解決に挑む

自社の差別化、競争力強化に向け 
DXの実行フェーズに移るべき

企業経営を取り巻く環境が目まぐ

るしく変化し、予測困難な状況に直

面する中で、テクノロジーをフルに

活用したイノベーション、すなわち

デジタルトランスフォーメーション

（DX）の必要性が叫ばれ、数年が経

ちます。

多くの日系企業においても、経営

トップのコミットメントとイニシア

チブの下、デジタルをキーワードに

既存の管理方法や業務プロセスの見

直し、新規事業の創出に向けて、先

進事例を研究したり、関連部署を立

ち上げたりする動きが見られます。

しかし残念ながら、ビジネスの現

場では自分たちがやるべきことの優

先順位付けがなされておらず、情報

収集に終始しています。競争優位性

アビームコンサルティング株式会社
代表取締役社長

岩澤俊典
いわさわ　としのり
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を保つために、何をどうするのかと

いうフェーズに至っていません。

デジタルテクノロジーを使って顧

客データベースを整備、情報を整理

し、そこから得られる知見に基づい

てデジタルマーケティングに生かし

ていくといったことは、多くの企業

でも取り組みがなされ、DXの初期

段階としては一定の評価ができます。

一方、海外に目をやると、欧米で

は新興企業がどんどん生まれ、デジ

タルディスラプターとして既存のビ

ジネスの枠組みを破壊しています。

ライドシェアのウーバー・テクノロ

ジーズや民泊のエアビーアンドビー

などが好例として取り上げられます

が、もはやそれら自体が陳腐化しか

ねないスピードでスタートアップ企

業が誕生しています。しかし、日本

にはそうした勢いは見られません。

中国では、アリババグループの「ア

リペイ」、テンセントの「ウィーチャッ

トペイメント」といったモバイル決

済が社会インフラとして普及し、こ

れをベースに国全体がDXの真った

だ中にあります。キャッシュレス社

会を推進する中で、個人情報をどん

どん蓄積し、それが付加価値を生み

出すとともに、利用者も自分自身の

価値を高めるために、個人情報を提

供し信用力を上げていく、そうした

サイクルが加速しています。

キャッシュレスでDXの壮大な実

証実験を進める中国に比べると、こ

こでも日本は差があります。キャッ

シュディスペンサーなどアナログイ

ンフラが整備されているため、日本

はどこでもキャッシュが出し入れで

き、デジタルインフラに対する欲求

が低いことも関係しているでしょう。

に伴い専門人材の不足が懸念されて

います。しかし、データインフラに

ついては、グローバル企業の各国・

各拠点に専門人材がいなくても、

ABeam Cloud®がこれをカバーす

ると考えます。クラウドサービスで

すからハードウエアを持つ必要はあ

りませんし、ネットワークも全てわ

れわれが管理しますから、利用者は

自社の付加価値を向上させるため、

データのフル活用に専念すればよい

のです。

またABeam Cloud®は、AIやRPA

を組み込んで、顧客のDXを加速さ

せる「アビームエコシステム」を形

成しています。このアビームエコシ

ステムを通じ、企業同士が産業の枠

をも超えてつながる「Connected 

Enterprise」の実現が視野に入って

きました。異なる業種の企業のデー

タを活用することで、まったく新し

い付加価値が創出されるデータト

レーディングの事例も登場していま

す。サプライチェーンを構成する全

ての企業がデータを共有し、活用す

ることができれば、さまざまな社会

課題の解決にもつながると大いに期

待しています。

DXの取り組みは、グローバルな

競争力を向上させるだけでなく、社

会全体の質の向上にもつながりま

す。そのためにわれわれは、コンサ

ルティングのノウハウと技術力、サー

ビスに持てる力を出し切りたいと考

えています。その上で、アビームエ

コシステムのさらなる充実に向け、

企業の皆様やパートナーとの協働を

深化させ、「Connected Enterprise」、

その先にある「Digital Society」を

実現したいと考えています。

日系企業のDX実現には 
データインフラの整備が課題

日系企業がDXを実現するに当

たって最も大きな課題は、データイ

ンフラの整備です。多くの経営者が

データの重要性を認識しているもの

の、根本的なデータ基盤が脆弱なた

めデジタル化に対応できていない。

あるいは、海外進出やM＆Aによっ

て海外拠点を手に入れたにも関わら

ず、グローバルでデータを一元管理

する仕組みが整っていない。そのた

めデータが蓄積されていかず、日本

本社がガバナンスを効かすこともで

きない。そうした現状を鑑みて、こ

れまで構築してきたデータインフラ

を刷新する企業も増えています。

データインフラの刷新については、

グローバル最適の視点から、いち早

く、スピード感をもって取り組むこ

とが重要です。これに応えようとす

るのが、私たちアビームコンサルティ

ングが開発したビジネス・イノベー

ション・プラットフォーム「ABeam 

Cloud®」です。さまざまなITベン

ダーとパートナーシップを結び、数

多くのクラウド基盤、ソフトウエア

などの中から、目指すべきDXに適

したツールを組み合わせて使う基盤

です。リリースして3年目に入りま

したが、導入企業は200社を超え、

国内だけでなく、東南アジア、中国、

メキシコ、タイなどの国々で、日系

グローバル企業が導入しています。

企業の枠を超えデータを活用 
新しい付加価値の創出も

日本では、産業社会におけるIT

ニーズが拡大する一方で、人口減少
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デジタル変革の波を捉え
日本企業の「稼ぐ力」を強化する

全社横断の視点でデザインする
理想の顧客体験が企業の将来を照らす

「自らの価値」を問い、対話を通じて
経営のフロンティアを切り開く

イシュードリブンなデータ活用で
「Connected Enterprise」の領域へ

ユニークな進化・普及を遂げる
日本のデジタルレイバーが描く未来

5

1

2

3

4

アビームの視点

DX時代の経営戦略が問い直す
日系企業の「稼ぐ力」

5つの視点が導く
「デジタルネイティブ経営」

デジタルトランスフォーメーション
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売上高、純利益ともに過去最高を

更新しながら、日本企業はなぜ本質

的な「稼ぐ力」において劣後するの

か。要因の一つに、稼いだキャッシュ

を新たな投資に振り向けられていな

いことが挙げられる。企業業績は比

較的好調な半面、社内に残る利益、

すなわち「内部留保」は6年連続で

デジタル化の進展に伴い 
企業のライフサイクルは短命化

ROE8%以上という明確な数値目

標を打ち出し、資本効率を重視する

「ROE経営」に大きな影響をもたら

した「伊藤レポート」の成果なのか、

日本企業のROEはここ数年改善傾

向にある。2017年度は初めて10％

超えを達成するなど、海外投資家か

ら見ても投資対象としての魅力は増

しつつある。しかしながら、ROE

が中央値で12～15%前後の水準に

ある欧米企業と比べると、日本企業

の「稼ぐ力」の向上は「道半ば」と

いったところだろう。

日本企業の株主に対する収益力を示すROE（自己資本利益率）は改善傾向にあるものの、
グローバル企業との比較では低水準に留まる。一方、デジタル技術の加速度的な進展に
伴い、企業経営を取り巻く不確実性は増大している。日本企業が「稼ぐ力」をさらに高める
には何が必要か。アビームコンサルティングで製造/コンシューマビジネスユニットのリー
ダーを務める四十谷裕之と、戦略ビジネスユニットのリーダー宮丸正人の2人に聞いた。

デジタル変革の波を捉え
日本企業の「稼ぐ力」を強化する

アビームの視点 1

大手日系物流会社を経て、2000 年
アビームコンサルティングに入社。製
造・流通業を中心に、数々のグロー
バル経営基盤構築支援に関わる。
10 年から５年間、アビームコンサル
ティング・タイランド現地法人 MDと
して勤務、日系自動車関連企業や
現地大手企業へのコンサルティング
サービスを提供。

製造・コンシューマビジネス 
ビジネスユニット長

執行役員 プリンシパル

haitani@abeam.com

四十谷裕之
あいたに　ひろゆき

金融業界でキャリアをスタート。多
くのストラクチャードファイナンスや
M&Aを手掛けた後、上場金融会
社の企画部門、戦略部門ヘッドを
歴任。ブティック型投資銀行の取締
役（CFO）を経て 2012 年アビー
ムコンサルティングに入社。＂新＂ 戦
略事業部を立ち上げ、2014 年から
戦略ビジネスユニットを統括。現在、
150 名超の戦略チームを率いる。

戦略ビジネスユニット長 兼 
経営企画グループ長

執行役員 プリンシパル

mmiyamaru@abeam.com

宮丸正人
みやまる　まさと
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アビームの視点 1

クルで新たな競争優位を創出するこ

とが求められる時代が到来したとい

うことです。もちろん、日本企業も

新たな競争優位の獲得に向けて、

オープンイノベーションの取り組み

や、コーポレート・ベンチャー・キャ

ピタル（CVC）を通じたスタートアッ

プ投資を加速するなど手は打ってい

ます。しかしながら、成功例はまだ

まだ少ないと言わざるを得ません」

と宮丸は指摘する。

企業の本源的な「稼ぐ力」を「創

出価値の大きさ」×「存在価値の長

さ」で表した時、日本企業は事業の

効率化や現場改善に注力し、利益水

準を維持しながら延命を図る、すな

わち「存在価値の長さ」を維持しよ

うとする傾向が多い。

しかし、ディスラプションの波は、

「創出価値」と「存在価値の長さ」

の両方に圧力をかけ、その事業を破

壊するだけではなく、業界の構造す

らも破壊したり、再定義したりする。

ディスラプションが常態化する時代

にあって、「『創出価値の大きさ×存

在価値の長さ』を最大化するために、

経営が10～15年後に実現したい姿

を描き、『稼ぐ力』を最大化するた

めに、主体的に新しい競争優位を創

りに行けるかどうかが、日本企業の

本質的な経営アジェンダになる」と

宮丸は言い切る。

ビジネスモデルを再構築し 
新たな価値を提供する「構想力」

では、デジタル変革の波を捉えて、

日本企業が「稼ぐ力」を最大化する

には、何が必要なのだろうか。

一つは、「構想力」である。“ビジョ

ンとストーリーを描く力”と言い換

えてもいいだろう。自社を取り巻く

業界の変化を見極め、顧客のジョブ

起点による顧客価値の創造と新たな

ビジネスモデルの再構築を行い、最

終顧客にこれまでに無い新たな価値

を提供していくことが重要になって

くる。

「企業のライフサイクルが短命化す

る時代においては、常に顧客のジョ

ブ起点で提供価値を見直し、創造し

ていくことが事業を継続する上で不

可欠となってきます。私たちアビーム

コンサルティングでも、エコシステム

を通じて「Connected Enterprise」

過去最高を更新した。稼いだキャッ

シュを自社株買いや配当に充当する

ことで株主還元を高める企業は増加

しているが、本来的には、稼いだキャ

シュを成長領域に再投資するからこ

そ、企業は自らの「稼ぐ力」を継続

的に向上させられるのである。

日本企業の投資に対する消極的な

姿勢は、研究開発費からも明らかだ。

主要国企業、特に米国、中国の研究

開発投資は着実に増加する一方、日

本企業の伸びは鈍化傾向にある。

「デジタルテクノロジーの進歩や

不確実性の増大など、かつて経験し

たことのない環境変化が、日本企業

の競争環境にパラダイムシフトをも

たらしていることについては、日本

企業の経営層も異論のないところで

しょう。しかしながら、ディスラプ

ション（創造的破壊）の波は次々に

押し寄せ、あらゆる業界を巻き込ん

だゲームチェンジが加速する事態と

なっています」。こう切り出したの

は、執行役員 プリンシパル 戦略ビ

ジネスユニット長の宮丸正人だ。

デジタルディスラプションの波が

強くなるとともに、企業のライフサ

イクルの短命化も加速している。米

国の株価指標S&P500に残る企業

の平均期間は1960年には60年程度

だったが、デジタル化の進展や製品

サイクルの短縮化などにより、2025

年には15年程度になると予想されて

いる。また、日本企業を見ても競争

優位は短命化の傾向にあり、「競争

優位＝業界平均を上回る営業利益

率」を維持できた期間は、00年と15

年を比べると約3分の2に短縮したと

いう。

「これらが示しているのは、既存

事業が十分な顧客価値を生み出せる

期間が短縮化し、必然的に早いサイ

出所：伊藤レポート2.0(Bloomberg)※TOPIX500構成銘柄、S&P500構成銘柄、Bloomberg European500構成
銘柄における、2008年～2016年の9年間分のROEを取得。それらの中央値を分類し、分布を算出。

ROEの国際比較(分布)

29%

13%

20%

11%

48%

48%

100%

80%

60%

40%

20%

日本企業（TOPIX500）

〜 5% 5 〜 10% 10 〜 15% 15% 以上

米国企業（S&P500） 欧州企業（BE500）
0%
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ピングセンターの売り上げは低迷し、

米でも百貨店の老舗であるシアーズ

が存亡に関わる危機に陥る一方で、

インターネット通販大手アマゾンの

独り勝ちの状態が続く。これに倣い、

日本の小売企業も相次いでEC事業

に参入し、「アマゾンエフェクト」

に対抗すべく各種施策に取り組んで

いるが、品ぞろえの強化や低価格の

訴求だけに終始するケースが多く、

差別化するポイントが見当たらない

のが現状だ。アマゾンの脅威と戦う

日本企業の経営者は、いま何を「構

想」すべきか。

「あるクライアントの事例ですが、

同社は『日本らしい、究極のお買い

物体験』という明確なビジョンを掲

げています。この構想には二つの側

面があり、一つは、UX（顧客体験）

の実現。もう一つは、これを実現す

るためのサービス基盤の構築で、こ

れら二つに対して経営資源を積極的

に投入し、右肩上がりの成長を遂げ

ています」（四十谷）。

UXについては、一般のECサイ

トでは取り扱うことの難しい商品な

ども、各種免許を取得して品ぞろえ

を拡充。二つ目のサービス基盤につ

いては、決済と配送において顧客の

利便性を徹底的に追求し、柔軟かつ

というコンセプトを提唱していますが、

自社のみならず、外部のアセットや

技術、人材を融合させることによっ

て、マーケットトレンドに即した新

しいオファーリングを創出し、これ

をクライアントに提供できると考え

ています。このような既定路線の延

長ではない新たな『構想力』が日本

企業の『稼ぐ力』の最大化につながっ

ていくのではないかと考えていま

す」。こう話すのは、執行役員 プリ

ンシパル　製造・コンシューマビジ

ネス ビジネスユニット長の四十谷

裕之だ。

トヨタ自動車の豊田章男社長が

「100年に一度の大変革の時代」と

言う自動車業界を例に変化の本質を

捉えてみると、業界の垣根が消滅し

つつあることが挙げられる。従来は、

完成車メーカー、部品メーカー、販売

店といったプレーヤーが自動車産業を

構成してきた。ここにコネクテッド

（Connected）、自動運転（Autonomous）、

シェアリング（Shared & Services）、

そして電動化（Electrified）という

新たな考え方が押し寄せてきたこと

によって、電機メーカーやハイテク

企業、インフラ企業、保険会社、IT

企業に加えて、さまざまなベンチャー

企業など、多様なプレーヤーが自動

車産業に参入することとなった。い

わゆる“Beyond Mobility”である。

「所有から使用へ、顧客のジョブ

が変化する中、群雄割拠のマーケッ

トで勝ち抜いていくには、自動車業

界に関わる企業の経営者は、自動車

そのものを販売するだけではなくて、

自動車にまつわるサービス、すなわ

ちMaaS（Mobility as a Service）

をどう提供していくかを、最終顧客

起点で構想する必要があります」と

四十谷は説明する。

業界の垣根を越えたデジタルディ

スラプションが起きているのは、流

通・小売業界も同様だ。日本では旧

態依然とした総合スーパーやショッ

新たな競争優位の創出を機軸とする経営戦略への転換

まるでスタートアップ
のように

獲得/確立した単一の競争力を
長期的に発展、維持する

まるでディスラプター
のように

既存の資源
と資産を強みに

これまで これから

直接的な競合とのシェア争いに勝つ
（業界内の競合を淘汰する）

自社で確立した競争力を前提に、
漸進的な成長を実現する

競争優位獲得のサイクルを
自ら創出し、継続する

顧客価値の追求によって、
新しい事業フィールドを
再定義して、優位性を構築する

社内外の経営資源を結集し、
エコシステムなどを活用して、
非線形の成長を実現する
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アビームの視点 1

は言う。

つまるところ、不確実性が増すデ

ジタル時代において、競争力を高め

るために日本企業がとるべき指針

は、「構想力」と「実現力」をもって、

「新たな競争優位の創出」を基軸に

置く企業経営にシフトすることと言

える。

「新規事業の重要性を理解してい

る日本企業であっても、事業化には

至るものの、既存事業との衝突が妨

げとなるケースが見受けられます。

また、日本企業の場合、事業開発の

０→1の探索期、1→10の確立期ま

でと、そこから10→1,000にスケー

ルする加速期との間に断絶がある例

も少なくありません。非線形の成長

を実現するには、マネジメントチー

ムがこの衝突と断絶を当事者として

解消することが必要です」（宮丸）。

新規事業の成功の確度を上げるた

めには三つの類型があると宮丸は言

う。一つは、「カーブアウト型」。本

社から新規事業部門を切り出し、独

立して事業を行わせる独立ポート

フォリオ型のアプローチで、グーグ

ル（アルファベット）などが典型例

だ。対極にあるのが、GEのように

全社レベルでデジタル時代の新たな

競争優位に取り組む「全社DX型」だ。

「日本の企業に適しているのは、

本社の既存ビジネスから離れた環境

で新たな競争優位に取り組む『出島

型』だと思います。出島環境にする

ことで共創を促進し、スピードを追

及することが可能になりますし、前

述の衝突や断絶を解消することも可

能になります」と宮丸はアドバイス

する。出島環境で育てた新規事業が

成長し、既存事業が衰退した場合に

は、前者を本業の中に取り込んで、

リソースをシフトしたり、事業の統

合・再編を図ったりすることも可能だ。

「『全社DX型』は、過去の成功体

験とレガシー資産を抱える日本の製

造業にとっては、10年程度の期間

では実現が難しい。リスクも高く、

成功する確度は低い。『カーブアウ

ト型』は、例えば、孫正義さんや永

守重信さんのようにカリスマ性のあ

る創業経営者の強いコミットメント

によって実現されるケースが多く、

多くの日本企業にはあまりなじまな

いでしょう。『出島型』で取り組ん

だ方が、結果も分かりやすく、成功

した時に次のステージに進みやすい

でしょう」と四十谷も同調する。

本社から切り離された環境で異な

るルール・文化・プロセスの下、新

規事業による新たな競争優位を創出

するには、マネジメントチームがビ

ジョンを示し、０→1の探索期、

1→10の確立期、10→1,000の加

速期というすべてのフェーズにおい

て、自らの責任で推進する「実現力」

こそが問われている。

“おもてなし”に配慮した配送サー

ビスを実現する物流プラットフォー

ムを構築した。

物流倉庫では、AIやロボットを

フル活用し、多品種の商品を翌日に

配送する仕組みを整備するとともに、

配達時に、配送先の家庭環境をあら

かじめ考慮し、小さい子どもがいる

家庭では玄関のチャイムを鳴らさな

い、単身者の場合は配送時間に気を

配るなど、配送ドライバーの属人的

な判断に頼らず、顧客データに基づ

いたきめ細やかなサービスを実現し

ている。

「このケースは、日本の流通・小

売企業が勝ち残るための一つの方程

式を示唆しています。データの利活

用がますます重要になる中で、これ

をいかに“日本らしい”One to 

Oneのコミュニケーションに生か

していくかは、アマゾンの脅威と戦っ

ていく上でも重要なカギとなります」

と四十谷は話す。

新たな競争優位の源泉は 
思いを浸透させる「実現力」

日本企業の「稼ぐ力」を最大化す

るもう一つのポイントは「実現力」

にあると両名とも指摘する。前述の

「構想力」で描いたビジョンとストー

リーによって社内外に共感の輪を広

げ、顧客価値を核に能力やリソース、

組織、プロセスを向かうべき方向に

束ねることが不可欠だ。「事業にお

けるコアの部分以外は、外部のリ

ソースをうまく活用しながら共創し

ていくことが重要です。加えて、AI

やVR/AR、ロボティクスといった

デジタルテクノロジーをいかに活用

して、スピードを生み出していくか

が、企業の今後の競争力を大きく左

右する要素になるでしょう」と宮丸



12 ABeam Consulting 2018-19

自動運転車の実証実験では、走行

距離がそのままソフトウエアの精度

向上につながりますし、データは、

ビジネスを生み出す大きな可能性を

秘めていますから、早く始めた方が

優位に立てます。

もちろん、日本にもデータコネク

テッドによって成果を挙げている例

海外で進む業界間データ連携 
今取り組まなければ手遅れに

デジタルトランスフォーメーショ

ン（DX）の実現に向けて、「データ

コネクテッド（企業間、業界間のデー

タ連携）」が進んでいます。ただ、

日本のスピードは決して速いわけで

はありません。

例えばクルマの自動運転にして 

も、Googleの自動運転プロジェク

トから生まれた自動運転車開発企業

Waymo（ウェイモ）は、自動運転車

を毎日2万5千マイル走らせている

といわれていますが、日本では緒に

就いたばかりです。

業界を超えてディスラプション(創造的破壊）の大波が押し寄せる中、いかに個々の企業
が持つデータを連携・共有化し、新たな価値やサービスを創出するかが問われている。
組織や企業、業界をも超えてつながる「Connected Enterprise」の領域への到達が急が
れるが、その際、データに対する根本的な意識改革が必要だという。これまで多くの企
業の事例を手掛けてきた赤石朗がその要諦を語る。

イシュードリブンなデータ活用で
「Connected Enterprise」の領域へ

アビームの視点 2

総合物流企業を経て、2000 年
アビームコンサルティングに入社。
サプライチェーンマネジメントや業
務改善のプロジェクトに数多く関
与。02 年よりグローバル経営基
盤構築プロジェクトに加わり、シス
テム導入後の保守運用領域も含
めて担当。製造 / 流通統括本部
CPG セクター長、アウトソーシング
事業部長を経て現職。

P&T Digital ビジネスユニット長
執行役員 プリンシパル

aakaishi@abeam.com

赤石 朗
あかいし　あきら
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アビームの視点 2

商品の販売動向を通年でモニターし

て、売れ筋商品と天候やイベント、

顧客属性などとの関連性を把握する

と決めれば、おのずと集めるべきデー

タ項目が決まってくるはずです。

データジャケットの試みが 
データマーケットを開く

今後、イシュードリブンなデータ

活用でビジネス創造が進んでいけば、

求められてくるのは、幅広い領域に

わたる豊富なデータを、誰もが閲覧・

活用できるプラットフォームです。

すでに存在するオープンデータはも

ちろん、各企業や組織が所有する

データを、属性や目的に応じて利用

できる環境を構築できれば、データ

活用は一気に広がります。

いま私たちは、東京大学大学院 

工学系研究科 システム創成学専攻

所属 大澤研究室 大澤幸生教授の

「データジャケット」と言う考え方

に注目して、理解を深めています。

レコードやCDのジャケットと同

様に、例えばクラウド上の定められ

た場所にデータの中身を知らせる目

録（データジャケット）が収められ

ていて、誰でも閲覧できる仕組みで

す。閉架式の図書館の、蔵書検索シ

ステムに似ているかもしれません。

データジャケットには、単にデー

タの名前と内容説明があるだけでな

く、「このデータはこういう分析に

使える」といったデータ所有者のコ

メントが付加されていて、データの

利用目的の示唆を得ることも可能で

す。こうして同一の仕様で整えられ

たデータジャケットを見て、自社の

課題解決に活用できるデータだと判

断したら、そのデータそのものにア

クセスするという考え方です。

こうした活動が基盤となり、デー

タによって企業のイノベーションが

進むのはもちろん、「Connected 

Enterprise（業界間連携）」によって、

全く新しい価値を提供するビジネス

が実現できるはずです。

基盤によって企業・業界をまたい

だデータの共有が進めば、やがては

株式市場のように、価値のあるデー

タが高い値で取引されるマーケット

が生まれる可能性すらあります。こ

うした場ができれば、今は各自が貯

めたまま活用できないデータの流動

性が高まり、よりDXが高度化して

いくと考えられます。

インフラ利用が 
データフル活用の近道

しかし、こうした理想が姿を現す

には、一定の時間が必要です。一般

の企業がデータの収集・蓄積・分析・

活用のプロセスを実践するにはどう

すべきでしょうか。自社でゼロから

取り組み、ツール開発も自前で整え

る道もありますが、変化が激しい環

境にフィットし続けるのは困難です。

あらかじめ最適化されたデータ活用

プロセスを、オンデマンドに活用で

きる外部の仕組みを利用する方が、

柔軟でスピード感のあるデータ活用

が可能ですし、自前で準備するより

コストも抑えられるはずです。

私たちが提供する「ABeam Cloud®」

はその選択肢の一つです。アビーム

コンサルティングは、これまで手掛

けたERPをはじめとするさまざま

な分野のシステム構築・改修・統合

といったプロジェクトで、データに

関する数多くの知見とノウハウを蓄

積してきました。これをフルに活用

し、データコネクテッドな社会と、

そこから生まれる新しいビジネスを

サポートしたいと思います。

があります。アビームコンサルティ

ングがサポートした取り組みでは、

全く異なる業種の4つのメーカーが

それぞれのデータを連携させ、生活

者の行動情報を基にした、新たな

サービス提供を実現しています。

イシュードリブン思考で 
本当に必要なデータが見える

実は今、DXが進展していく過程

で、データに対する考え方に重要な

転換期が訪れようとしています。企

業同士がデータでつながり、新しい

ビジネスを生み出そうとする時、最

初にあるべきものはデータではなく、

課題やニーズであり、達成に向けて

の仮説です。

ビッグデータなどの言葉が一人歩

きしていた頃は、「いろいろなデー

タが蓄積されているから、これで何

かできないか」という考え方がほと

んどでした。しかし、まず何をすべ

きかがあり、「そのために使えるデー

タは何か」を考えなければ、データ

に振り回されてしまいます。

人々がデータと向き合い試行錯誤

を重ねる中で、データは利用目的を

定め、最適に設計されたものでない

と使いものにならないと気付いたの

です。そして、「データドリブン（デー

タ起点）」から、「イシュードリブン

（課題起点）」へと、大きく変わろう

としているのです。

例えば、営業の日報データが過去

数年分あるからといって、そこから

何か新しい気付きを得るというのは

難しいでしょう。日報の書式が営業

所ごとや時期によって異なっている

など、そのまま分析には使えないか

らです。もしデータを蓄積して活用

したいのなら、データを集め始める

前に、目的に応じた設計が必要です。



16 ABeam Consulting 2018-19

300〜1,000人未満の企業では未導

入・トライアル・本格展開がそれぞ

れ約1/3の割合を占めており、300

人未満の企業では未導入が約半数、

トライアルが約3割、本格展開が約

2割と、企業規模に比例してRPA活

用が進んでいる実態が見えてきまし

た。

大企業の8割が 
RPAツールを導入

デジタルレイバーを支えているRPA

（Robotic Process Automation）の導

入は、2017年から18年にかけて、

加速度を増しています。すでに大企

業の8割が何らかのRPAツールを導

入しており、17年下期からのトラ

イアル期間を経て、18年は本格展

開のフェーズへと移行している状況

です。

この動きは、中小企業へも広がっ

ており、18年6月にRPA BANKが

会員に対して行ったRPA利用実態

調査の結果によると、従業員数が

働き方改革が進む日系企業において、RPA活用が急速に進んでいる。そのスピードと多
様性は、海外からも注目を集めるほど目覚ましいものがある。日本はデジタルレイバーに
よって、労働人口の減少というピンチをチャンスに変えられるのか。ますます注目を集め
るRPAとそれを取り巻く状況、有効活用のために重要なポイント、今後の展望について、
アビームコンサルティングの安部慶喜が語る。

ユニークな進化・普及を遂げる
日本のデジタルレイバーが描く未来

アビームの視点 4

各種業界向けに経営戦略立案、
制度・業務改革、組織改革、ERP 
導入、法制度対応など、幅広い領
域でコンサルティング業務に従
事。RPA サービスでは全体責任
者として、多くの企業へのRPA
導入をサポートしている。

安部慶喜
戦略ビジネスユニット

執行役員 プリンシパル

yoabe@abeam.com
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4アビームの視点

ける事務・オペレーション業務を置

き換え、コスト削減を図ろうという

ものでした。そうした定型業務にお

いてRPAが最も高い能力を発揮する

のは確かですが、事業部制の組織が

多い日系企業では、事務・オペレー

ションが明確な定型業務として、分

離されているわけではありません。

その特性から日本のRPA活用は、

特定の部署における単純な定型業務

をカバーするだけでなく、企画に入

る前の事前調査や予実管理・データ

分析といった非定型業務へも対応す

る特異な進化を遂げたのだと思いま

す。今や、RPAを活用している業

務範囲は、日本が世界で一番広く、

「RPA先進国」と言える状況になっ

ており、海外からの問い合わせも少

なくありません。

この潮流は、アジアに進出してい

る日系企業の現地法人でも現れ始め

ており、まだほとんどRPA導入が

進んでいないアジアの現地企業にも、

今後波及していくことが予測されま

す。

このように活用の幅が広がる一方

で、RPAツールも、日々進化を遂

げています。以前はツールごとに得

手・不得手があったものの、RPA

が操作できるツールや、読み取れる

データの種類はどんどん拡張してい

ますし、ワークフロー機能を取り入

れて承認プロセスを一元化すること

で、ロボットと人間のボーダーレス

化に向けて、各ツールベンダーによ

る開発が進められています。

しかし、RPAツールそのものの

機能拡張は、さほど重要ではないと

私は考えています。むしろ、これか

ら生まれる新しいツールとも容易に

連携できる仕組みをつくることが大

切です。加えて、RPAツールは企

業のユーザーさんが自ら触って利用

するものですから、導入や運用の助

けとなるマニュアルやトレーニング

の整備、困ったときに頼れる支援体

制の強化も欠かせません。この部分

でも、ツールベンダーと一丸となっ

てサポートしていかなければなりま

せん。

「サーバー型」RPAの 
「直下型」導入が成功に導く

かつて類を見ないほど急速に普及

しているデジタルレイバーですが、

実はデスクトップ型のRDA（Robotic 

Desktop Automation）とサーバー

型のRPAの2種類に大別することが

できます。

RDAはその名の通り、担当者個

人のデスクトップにインストールす

るものです。現場主導でRPA化を

迅速に進められる利点はあるものの、

誰がどこに何を入れたのか把握でき

なくなるデメリットがあります。

また、「全社でRPAを本格導入す

るタイミングになって全てツールを

入れ直す事態に陥り、大きな手戻り

が発生した」という声をよく耳にし

ます。

RPAには各所で転用できる共通

のノウハウが数多くありますので、

現場で分散的に始めるのではなく、

全社横断型のプロジェクト推進室を

立てて、経営層を巻き込んだ「直下

型」で、業務改革とともに導入する

のが理想の進め方です。

労働人口の減少という大きな壁に

直面している今の日本。人を採用し

て育てている猶予はもはやありませ

ん。RPAによって今いる優秀な人

材の労働力を解放し、新たな事業へ

振り向けていくことが、企業の成長

へとつながるのです。

このように大企業がリードする形

で活用が進むRPAですが、一部署

で本格展開が完了してから全社に波

及するまでには数年に及ぶ期間を要

しますが、今後社内でRPAの普及

が進めば進むほど、その効果も拡大

していくといえるでしょう。

現在、一般的に普及しているのは、

RPA化の中でも最も単純な、PC上

のルール化された定型業務を自 

動化する「Stage1 Basic」ですが、

RPAと紙や画像などの認識技術を 

組み合わせた「Stage2 Cognitive」

のステージに進んでいる企業も出て

きています。

中には、さらにその先のRPAと

AIによって例外対応を含めた非定

型業務の自動化を目指す「Stage3 

Intelligence」へと足を踏み入れて

いる先進企業もあります。

こうしてRPAの活用領域が広が

るにつれて、RPAを導入する対象部

署や業務が広がっており、社内のあ

らゆるデジタルレイバーが連携した、

一つの大きな業務処理基盤としての

「デジタル・レイバー・プラットフォー

ム」が姿を現そうとしています。

独自の発達で欧米を凌駕 
日本のRPA活用の現状

もともと欧米に起源を持つRPA

は、約1年遅れで日本に輸入されま

した。しかし、昨今の日本における

働き方改革ブームが追い風となって

加速的に進化し、比較的単純な作業

が多い欧米のRPAに比べて日本の

RPAの活用事例は、一部で決裁権

を持つなど、非常に高度な作業をさ

せるまでになっています。

欧米企業がRPAに注目したのは、

シェアード ・サービス・センターやコー

ルセンターといった職能別組織にお
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で、個人の情報の提供に対する抵抗

感が薄れ、逆に「自分／自社を十分

理解した上での、高レベルのサービ

ス」はもはや「当然の期待」となっ

ています。

こうした環境の変化に対し、BtoC

の直販型企業は比較的早く取り組みを

進めてきました。BtoBも購入側の行動

デジタルの進化と 
「顧客接点」の重要性

モバイル端末の普及とともに、通

信速度やデータ収集・処理能力も高

速化し、顧客接点を取り巻くデータ

の量や質は各段に進化しています。

同時に、分析ツールが身近なものと

なり、企業がデータアナリストの獲

得・育成を進めたこともあり、顧客

接点から顧客の行動に関する示唆を

得る基盤も整ってきました。

一方、顧客側も自ら情報を集め、

SNSや各種コミュニティーなどを

通じてその情報をアウトプットする

力を身に付けてきました。その過程

デジタルテクノロジーの進化やモバイルの普及によって、顧客接点から得られるデータ
の量・質、そして期待値が、この10年で大きく変化している。BtoCではEC、リアル店舗に
かかわらず顧客接点を軸としたマーケティング施策が進むが、BtoBを主戦場とする企
業は、市場の変化に追い付くことができているだろうか。顧客が求める理想的な顧客体
験（CX）のデザインについて、アビームコンサルティングの水野美歩が解説する。

全社横断の視点でデザインする
理想の顧客体験が企業の将来を照らす

アビームの視点 5

総合商社を経て2000年にアビーム
コンサルティング入社。製造、金融、
流通、ITサービス、商社など幅広い
業種に対して、CRM領域を中心と
した戦略立案から改革実行までを
多数支援。コンサルティング経験を
生かし、執筆、外部講演や講師経験
も豊富。

P&T Digital ビジネスユニット
CRM セクター長

執行役員 プリンシパル

mimizuno@abeam.com

水野美歩
みずの　みほ
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アビームの視点 5

めの「バックライト」であるとすれ

ば、顧客接点は将来を照らす「フロ

ントライト」なのです。

アビームコンサルティングが支援

するある精密機器製造会社では、自

社の部品を使って製品開発を行うエ

ンジニアや商品企画部門の有識者を

集めたオンラインコミュニティーを

つくり、新しい技術トレンドなどに

関する情報提供を積極的に行ってい

ます。また、顧客同士で課題やクレー

ムをシェアし、相互にアドバイスで

きる基盤も用意しています。

これは、既存顧客に対する満足度

向上にも寄与していますし、これま

でリーチできていなかった海外の潜

在顧客の獲得にもつながっていま

す。さらに、この顧客接点から得ら

れる膨大なデータは、製品開発ニー

ズの重要なインプットとなり、R&D

部門にフィードバックされています。

事業戦略と整合性のある 
統合的なCXのデザインを

「CXの重要性は理解しているし

投資もしてきたが、なかなか成果が

見えない」というご意見を多く耳に

します。柱となる戦略がないまま場

当たり的に改革を進めると、部門ご

とに異なるツールを導入し、バラバ

ラの顧客データが誰にも使われない

まま増え続ける、という状況に陥り

かねません。

今後、新たにCXを構築していく

上で重要な三つの「成功のポイント」

を紹介しましょう。

一つ目は「事業戦略との整合性」

です。紹介した事例のようなデジタ

ルの顧客接点に限らず、リアル店舗、

営業担当者、サービス担当者、コン

タクトセンターなども含めた全ての

顧客接点は、異なる施策を無駄打ち

するのではなく、顧客の重要度や注

力製品・サービスに応じ、一貫した

コミュケーションを提供すべきです。

それには、より上段の事業戦略との

整合性が求められます。

二つ目として重視すべきは、関連

部門間の連携です。「CX＝マーケ

ティング部門の仕事」ではなく、全

ての顧客接点担当組織が担うべきも

のです。固定化・分断化した顧客接

点の融合は決して容易なことではな

く、場合によっては組織の再編成や、

業績管理手法の変更をも伴います。

これには、より上位の戦略とリーダー

シップが欠かせません。

三つ目は、パートナーや顧客自身

も含めた、より広義なCXの提供で

す。エコシステムの考え方の浸透と

ともに、販売店・代理店・業務委託

先などのパートナーはもちろん、顧

客自身も含めた社外のステークホル

ダーとの連携が将来的には必須にな

ります。これについては、テクノロ

ジー的にも制度的にも、社外との

データのシェアが可能な基盤が整い

つつあります。

より優れたCXの提供のためには、

まず経営レベルで顧客対応戦略を再

定義した上で統合的な顧客接点をデ

ザインし、それらを組織横断で実現

していくことが必要です。

われわれは「Customer Experience 

Integration」として、営業戦略の立

案から顧客分析とターゲティング、

チャネルや部門をまたいだオペレー

ションの設計、それらを支えるIT

基盤の導入まで、トータルで顧客接

点構築を支援します。経営レベルで

顧客戦略をリードできる方を筆頭

に、全社横断型のプロジェクトとし

て、ぜひ理想的なCXの提供に取り

組んでいただきたいと願っています。

には変化が見られます。販売会社に

コンタクトを取る前に顧客自らが情

報収集を行い、顧客同士が情報交換

して購買意思を固めるケースが増え

ているのです。

ただ、販売側の取り組みはまだま

だ未成熟です。日本のBtoB企業に

おいて、CXを重視して適切な情報

提供やコミュニケーションを実現で

きている企業は多いとはいえません。

顧客接点は 
企業のフロントライト

プロダクトアウトで良いモノをつ

くれば売れる時代は終わり、優れた

製品・サービス以上に、優れたCX

を提供することが、企業の競争力そ

のものになっています。ただ、もの

づくりで成功体験を持つ日系企業

は、顧客接点の改善を重視できてい

ません。

一方、従来からマーケティング機

能を重視してきた米国の製造業・小

売業やITサービスの先進企業では、

CXは経営レベルで論じるべき重点

投資領域となっています。アジアの

新興企業もデジタルを活用した魅力

的なCXを次々に打ち出しています。

顧客が顧客を呼び込む時代になっ

た今、顧客と企業の双方向のコミュ

ニケーションは、潜在顧客への獲得

にもつながりますから、なおさら真

剣に取り組むべき課題と言えます。

何よりも、顧客接点から得られる

さまざまなデータには、環境変化の

兆しとなる貴重な示唆が含まれてい

ます。Webの閲覧履歴、キャンペー

ンへの反応、店舗やコンタクトセン

ターへのクレームの変化など、多く

の情報がマーケットのトレンドを読

むためのインプットとなります。会

計データが過去や結果を検証するた
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特　集

競争環境の激変が問う
真の企業価値と活路
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やがて来る劇的変化
エネルギー業界が今すべきことは何か
2016年4月の電力小売りに続いて17年4月には都市ガスの小売り自由化と、わが国でもいよい
よエネルギー市場の大変動が始まった。これから日本のエネルギー市場はどう推移するのか。その時、
新規参入者は市場にどのようなインパクトをもたらし、既存のプレーヤーにどのような影響を与える
のか。内外のエネルギー事情に深い知見を持つ、アビームコンサルティングの山本 夫が分析する。

22

11 100年に一度の変化
競争軸のシフトを捉え脅威を好機に
 EVの台数増加や自動運転、シェアリングなど、ビジネスモデル自体を揺るがしかねない「100年
に一度」の変化を迎えている自動車業界。日本経済の屋台骨を支えてきた産業は、いったどこ
に向かおうとしているのか―。従来の大量販売モデルがサービスモデルへと進む中で、これから
の競争軸をどう見るべきか。アビームコンサルティングの古川俊太郎、轟木光が読み解く。
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 EVの台数増加や自動運転、シェアリングなど、ビジネスモデル自体を揺るがしかね
ない「100年に一度」の変化を迎えている自動車業界。日本経済の屋台骨を支えて
きた産業は、いったどこに向かおうとしているのか―。従来の大量販売モデルがサー
ビスモデルへと進む中で、これからの競争軸をどう見るべきか。アビームコンサルティ
ングの古川俊太郎、轟木光が読み解く。

100年に一度の変化
競争軸のシフトを捉え脅威を好機に

特集 Auto

大手SIerを経て、2001年アビームコンサル
ティングに入社。以来、一貫して、製造業を中
心にグローバルプロジェクト運営、SCM分野
のコンサルティングに従事。現在はセクター
長として、自動車関連産業の変革をリードする。

製造・コンシューマビジネス ビジネスユニット
自動車関連産業セクター長

執行役員 プリンシパル

sfurukawa@abeam.com

古川俊太郎
ふるかわ　しゅんたろう

Ｔ型フォード量産以来の変化 
四つの変化がもたらす衝撃

130年余りの自動車の歴史の中

で、最初の変革が米Ｔ型フォードの

大量生産システムであることに異論

はないだろう。ごく限られた者にし

か手に入れることのできなかった自

動車を、広く大量に普及させるビジ

ネスモデルを生み出し、その後の社

会を一変させた。

さまざまな変遷はあるものの、現

在に至るまでその基本的な産業構造

は変わらず、内燃機関を原動力とす

る自動車を量産して販売、それを生

活者は購入・使用してきた。

そこに今、根本的な変動が起きよう

としている。変化をもたらす要因は四

つ存在する。ICT端末を備え通信網に

つながるコネクテッド（Connected）

自動運転（Autonomous）、シェアリ

ング（Shared & Services）、そして

電動化（Electrified）だ。

話題はEVと自動運転 
日系企業は冷静さも必要

四つの変化の中でも、特に電動化、

すなわち電気自動車（EV）、また自

動運転が、市場の注目を集めている。

EVについて、自動車工学が専門で、

業界動向にも詳しい日本大学生産工

学部の景山一郎教授は「私が1990

年代に中国で、現在のNEDO（新
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自動車メーカーで車両開発、エンジン技術開発、
経営企画に従事。ドイツ駐在時に欧州の自動
車産業関係者2000人以上と交流し、豊富な
人脈を持つ。2017年アビームコンサルティン
グ入社。日本の自動車関連産業の戦略策定、
調査などのコンサルティング活動に従事。

製造・コンシューマビジネス ビジネスユニット
自動車関連産業セクター

シニアマネージャー

htodoroki@abeam.com

轟木 光
とどろき　ひかり

エネルギー・産業技術開発機構）の

途上国開発支援プロジェクトに携

わった当時から、中国は排ガスを出

さないEVが深刻な大気汚染改善に

つながることから、強い関心を示し

ていました。工学的には、電気の安

定供給さえできれば、自動車のパ

ワートレイン（駆動装置）としては、

内燃機関よりDCモーターの方が特

性的に優れています。」とEVの持

つポテンシャルを評価する。

これまでEVは、電池性能と充電

インフラが課題だったが、世界1位

の自動車市場である中国で、エネル

ギーセキュリティーや大気汚染抑制

に向けた方針の転換が進み、EV導

入の気運が高まった。欧州において

も、自動車に対するCO2排出規制

が厳しくなり、そのためEVに対す

る期待が高まっている。

一方自動運転では、IT大手のグー

グルや、ライドシェア（相乗り）の

マッチングアプリで急成長したウー

バー・テクノロジーズなど、自動車

特集  1 Auto

日本大学
生産工学部
機械工学科教授
景山一郎氏

自動車産業の競争軸に変化をもたらす四つの要因

コネクテッド
（Connected）

サブスクリプションモデル（定
額モデル）、商用車のフリート・
マネジメント・サービス（FMS）
が有力なモデルとして注目を
集める。

IT企業など、異業種からの参
入が相次ぎ、急ピッチで開発
が進む。今後、ユーザーのア
クセプタンスや法規制の議論
が重要となる。

自動運転
（Autonomous）

シェアリング
（Shared & Services）

カーシェア、ライドシェアの浸
透によって、これまでの自動車
を所有するライフスタイル自体
に大きな変化をもたらす可能
性がある。

電動化
（Electrified）

アメリカや中国をはじめとした
法改正に向けた動きや欧州
各国政府の電気自動車導入
に追い風となる発言で、各自
動車メーカーの開発が進む。
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業界以外からの参入が相次ぐ。

また世界中の大学・研究機関にお

いても、自動運転技術開発に積極的

に取り組んでおり、自動車産業、IT

産業、大学・研究機関における自動

運転技術開発競争が勃発している。

こうした状況について、アビーム

コンサルティング執行役員プリンシ

パル自動車関連産業セクター長の古

川俊太郎は、「EVと自動運転に対し

て日本の自動車メーカーは、今動か

なければ後れを取ってしまうという

焦りから、『取り組まないリスク』

にとらわれ過ぎているように見えま

す。しかし、冷静にリスクを見極め、

強みを生かした戦略を取るべきで

しょう」と話す。

コネクテッド、シェアリング 
一方で進む収益化

では、自動車産業の新たな競争軸

を占う四つの変化のうち、EとAへ

の傾斜が引き起こすリスクをどう見

クリプションモデル（定額モデル）

だ。契約者の車両はIoTでサービス

提供会社とつながっており、車検や

修理をはじめ、さまざまな付加サー

ビスを定額で受けられる。車両自体

は購入するのではなく、リースのよ

うなイメージだ。

もう一つのモデルは、商用車のフ

リート・マネジメント・サービス

（FMS）だ。運送事業者はIoTによっ

てトラックの速度や走行距離、ルー

トなどの情報を収集。運転者に安

全・省エネ運転を促すとともに、管

理者はIoTを活用して運転者を管理

し、過労運転防止などにつなげるこ

とができる。轟木は「欧米では事業

者に運行管理を求める法規が施行さ

れて需要が生じ、着実に成長してい

ます。車両のFMS端末の搭載率は

まだ低く、大きな潜在需要がありま

す。このトレンドは、アジアをはじ

め世界的な傾向になると予想され、

今後の市場成長も見込めます」と説

明する。

そして、轟木が「四つの変化の要」

と位置付けるのがシェアリングだ。

カーシェアやライドシェアが拡大す

れば、個人で車を所有する意義が薄

れ、自動車業界の既存の「大量販売

モデル」を壊すリスクをはらんでい

る。「移動手段としての車であれば、

シェアで構わないという人が増える

EVと自動運転に対して日本の自動車メーカーは
「取り組まないリスク」にとらわれ過ぎではないか
リスクを見極め、強みを生かした戦略を

古川俊太郎

るべきか。

EVは、走行自体はゼロエミッショ

ンであっても、火力、とりわけ石炭

を使った発電までトータルに見ると、

CO2など温室効果ガスの削減効果

は小さくなるため、太陽光発電をは

じめとした持続可能エネルギーの比

率を高める必要がある。

自動運転も、技術開発は急ピッチ

で進められているが、ユーザーのア

クセプタンスや各国の法制度など、

まだ多くの課題がある。

これについて景山教授は「完全自

動運転に進むには、人の運転を支援

するシステムとして技術を成熟させ、

徐々に社会的な信頼性を高めていく

ステップが必要です」と話す。

一方で、「四つの変化のうち重要

なのは、コネクテッドとシェアリン

グです」と話すのは、アビームコン

サルティング自動車関連産業セク

ターシニアマネージャーの轟木光だ。

コネクテッドは、自動車のナビゲー

ションシステムなど、車両と双方向

で情報をやりとりするテレマティク

スサービスが20年以上前から存在

するが、長く収益モデル構築が難し

いとされてきた。

だが、轟木は「コネクテッドには、

二つの有望なビジネスモデルが浮上

しています」と言う。一つが、音楽

配信サービスなどに見られるサブス
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と、日本勢が得意とする大衆向け車

両の生産・販売を行うマスブランド

は、大きな影響を受ける可能性があ

ります」と、危惧する。

一方、ドイツを中心とした欧州勢

が強みを持つプレミアムブランドは、

所有する価値を維持できるため、シェ

アリングの影響は小さいと見る。轟

木は「今後、自動車ブランドは、マ

スとプレミアムの二極化がさらに鮮

明になるでしょう。プレミアムブラ

ンドを持つドイツメーカーは、その

強みを生かしながら、マスブランド

が生き残りを賭けるシェアリングビ

ジネスにも目を光らせています」と

指摘し、日本の自動車業界にも脱大

量生産・販売モデルに向けた戦略再

構築を促す。

大量生産・販売モデルの先へ 
自動車産業界の将来戦略

四つの変化から生じる新しい競争

軸に対し、日系自動車メーカーは出

遅れ感を抱き、焦りも見える。だが、

轟木は「日本の自動車業界には、最

初に発売することが勝者の条件では

ない、と伝えたいと思います。スピー

ドではなく、顧客へ提供する価値を

最大化することが重要です」と強調

する。品質面で強みがある日本メー

カーの将来も「悲観していません」

と言い切る。

では、自動車業界の三つの主要プ

レーヤー、完成車メーカー（OEM）、

部品メーカー（サプライヤー）、販

売会社（ディーラー）は、それぞれ

どうすべきなのか。OEMはプレミ

アムモデルへのシフトを指向し、台

数を絞っても稼げる仕組みを構築し

なければならない。

また、日系OEMへの依存度が高

い日系サプライヤーは、今後新たな

納入先を探す必要が出てくる。轟木

は「中国のローカルOEMが有力候

補でしょう」と予想する。日本の年

間販売台数約500万台に対して、中

国は3,000万台規模の市場があり、

今後、シェアリングモデルで台数を

減らすことになっても、なお巨大市

場であり続けることは間違いないか

らだ。

顧客接点で強い影響力を持つディ 

ーラーはどうか。現行の販売モデル

からサブスクリプションモデルへの

転換を検討する必要が生じてくる。

自動車自体を売るのではなく、世の

中に送り出した自動車を使ったサー

ビスプロバイダの拠点として、顧客

を囲い込む際に戦略上重要な意味を

持つことになるからだ。

ただし、サービスを主体とした事

業へビジネスモデルを転換し、例え

ば販売拠点をすべてサービス拠点に

変えるといった改革には、大きな経

特集  1 Auto

自動車に訪れる変化で注目はコネクテッドと
シェアリング。特にコネクテッドでは
有望なビジネスモデルが二つ浮上しています

轟木 光

営判断が必要になる。アビームコン

サルティングでは、日本の産業の屋

台骨である自動車産業の支援を重点

領域に定め、経営戦略のコンサル

ティングから、新規ビジネスモデル

への移行を実践するための社内組織

づくり、日本車のシェアが高いアジ

アにフォーカスした収益力のある

サービス事業モデルのデザイン、コ

ネクテッドやシェアリング領域で協

業する外部のテクノロジー企業など

との橋渡し、さらにはサプライヤー

の中国ローカルOEMに対する販路

開拓など、さまざまな施策で、100

年に一度の変革に臨む日本の自動車

産業を支援していく意気込みだ。

「変化に対するリスクや課題整理

に始まり、戦略や新規事業開発、そ

れに伴う事業計画・設計から最適な

実現パートナー選定まで、踏み込ん

だ支援をしていきます。変革を脅威

ではなく、成長の好機にしていただ

きたい」と古川は力を込める。
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2016年4月の電力小売りに続いて17年4月には都市ガスの小売り自由化と、わが国
でもいよいよエネルギー市場の大変動が始まった。これから日本のエネルギー市
場はどう推移するのか。その時、新規参入者は市場にどのようなインパクトをもた
らし、既存のプレーヤーにどのような影響を与えるのか。内外のエネルギー事情に
深い知見を持つ、アビームコンサルティングの山本 夫が分析する。

やがて来る劇的変化
エネルギー業界が今すべきことは何か

Energy特集

大手都市ガス会社のエネルギーソリューション営業
部門を経て、2001年にアビームコンサルティング
に入社。エネルギー供給企業とエネルギー需要家
の接点を専門領域として、新規イノベーションビジ
ネスモデル、新規事業計画、営業戦略などの策定
支援を多数経験。エネルギー需要家に対して、エネ
ルギーマネージメント改善コンサルティングを行うプ
ロジェクトにも多数参画している。

金融・社会インフラ ビジネスユニット
社会インフラ・サービスセクター
エネルギー担当
ディレクター

hiyamamoto@abeam.com

山本 夫 やまもと　ひでお
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小売り自由化の本質は 
業界を根本から変える変革

「エネルギーの小売り自由化」と

聞いて、イメージするのは何でしょ

うか。従来の事業者による寡占が終

わってさまざまな事業者が参入、競

争が進んでコストが下がる、という

ものでしょうか。たしかに生活者の

観点ならば、そうした理解で十分です。

しかしビジネスから見た場合、こ

の市場変革は販売チャネルの多様化

で終わる問題ではありません。本質

は、急速に進化するデジタル技術と

融合しながら新たなビジネスモデル

が生まれ、“破壊的イノベーション”

が業界を直撃する点にあります。

これから先、業界の壁を超えてあ

らゆる分野・業種から参入してくる

企業と既存のプレーヤーとの間で繰

り広げられる競争や連携の中で、私

たちはどうするべきか。すでに20

年前からエネルギー自由化に踏み切

り、ディスラプティブ（破壊的）な

ビジネスモデルを受け入れて変革が

進む、欧米の電力業界の事例にも目

をやりながら探っていきたいと思い

ます。

コストメリットが法人需要家
の切り替えを刺激

自由化が始まって、わが国の市場

はどのように変わってきているので

しょうか。2017年7月時点の統計

データでは、既存の一般電力事業者

から新規事業者に切り替えたユー

ザーは約400万件。これは、需要家

全体の約6.5％です。そこからちょ

うど1年後の現在（18年7月）は、

もう少し伸びているものの決して多

いとは言えません。ただ、日本だけ

が遅れているわけでもなく、欧米も

自由化が始まって一定のレベルに達

するまでは、それなりの助走期間を

要しました。

日本の現状の背景にあるのは、電

気料金の特性です。自由化の一方

で、新規事業者に切り替えても電気

料金は家庭用で最大8％くらいしか

割引になりません。毎月の電気料金

が1万円の家庭なら800円ほどです

から、積極的に切り替えるモチベー

ションにはなりにくい面があります。

では、今後も進まないかというと、

そうではありません。実は法人需要

はすでにかなりの広がりを見せてお

り、当初の大規模法人を中心とした

切り替え需要だけでなく、現在では

中堅・中小企業も新規事業者へ契約

切り替えを積極的に進めています。

理由は明確です。家庭用に比べて

法人は割引率が最大で十数％と大き

く、メーカーなど電力を大量に使う

業種では一定のコストメリットが見

込めるからです。18年現在の最新

の切り替え状況をデータで見ると、

全国平均では家庭用で8％、業務用

では倍の16％がすでに新規事業者

への切り替え済みです。

特に件数が多いのは東京電力と関

西電力管内で、両者はもともと全国

水準より料金が高めだったこともあ

り、新規事業者に切り替えるメリッ

トが出やすいことが影響していると

思われます。逆に北陸電力管内は水

力発電がメインで電気の原価が安

く、新規事業者の参入メリットが少

ないため、全国平均に比べて件数が

少ないなど地域差はありますが、法

人の切り替えは着実に進んでいます。

また、新規の小売り事業者数も増

えて現在約500社です。ただ、事業

環境はまだ厳しく、一定規模のビジ

ネスを構築できているのはわずか

16社程度しかありません。残りの

大半は事業者登録をしているもの

の、顧客が獲得できていないところ

がほとんどです。中にはすでに吸収

されたり、撤退・廃業したりする事

業者も出ています。

ちなみにガスの場合は、電気のよ

うに全国規模でパイプラインがつな

がっていないので、調達先が限られ

ます。こうした点で、電気に比べ新

規事業者の参入障壁が高いため、自

由化のスピードが上がらない理由と

なっています。

技術とデジタルの進歩で 
イノベーション競争へ

電力について、一口に小売り自由

化といっても、まったく同じモデル

で規模を拡大していくわけではあり

ません。海外の先進地域の例を見る

と、小売り事業者の競争環境は三つ

のステージを経て進化していくこと

が分かります。

･ステージ1　価格競争：価格のみ

の違いのため他社との差別化が難し

く、値引き合戦になることから利益

率が低下する。

･ステージ2　サービス競争：商品

やサービスで差別化を図るが、付加

価値に決め手がなく、やはり差がつ

けにくい。

･ステージ3　イノベーション競争：

さらなる差別化を目指して、イノベー

ション領域で競争が起こる。従来の

エネルギー小売りの枠にとらわれな

い、業種・業態を超えた新たなビジ

ネスモデルが生まれる。

この「イノベーション競争」のス

テージでは、これまでのエネルギー

小売業の業態や商習慣を超えた、新

特集  2 Energy
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しいモデルを事業者に要求してきま

す。これまでにない発想やテクノロ

ジーを持ち込んだ、まさにディスラ

プティブなビジネスモデルこそが、

イノベーション競争に勝つ必須条件

です。

このディスラプティブなビジネス

モデル＝既存のバリューチェーンを

破壊するイノベーションが、近年急

速に現れてきている背景には、大き

く二つの要因があります。

一つは、エネルギー関連技術の進

歩です。例えば分散型エネルギー資

源と言われる再生可能エネルギー、

コージェネレーションや蓄電池など

の技術が進化し、パフォーマンスが

向上してきたことが技術革新を加速

させています。

もう一つは、デジタル技術の飛躍

的な進化です。ビッグデータやIoT

といった分野では、大量のデータを

収集して分析しますが、その結果を

顧客企業ごとにフィードバックする

試みが、海外の電力業界でも進んで

います。電力の使用量や使い方の傾

向など、顧客企業が気付いていない

ことをデータから読み取り、より効

率的に業務を推進しながらコストが

節約できる方法を提案するなど、新

しい価値を提供できるようになって

います。このデジタル技術の進歩と

普及が、イノベーションの大きな原

動力になっています。

エネルギーのシェアモデル 
デマンドレスポンスの可能性

欧米の先進事例から、新しい技術、

とりわけデジタルテクノロジーを活

用したイノベーティブなビジネスモ

デルを見ていきたいと思います。

現在ヨーロッパやアメリカで展開

されている新しいビジネスモデルは、

大きく六つに分類されます（コラム

1参照）。その代表的なモデルを支

える技術の一つに「デマンドレスポ

ンス」があります。

これはアグリゲータと呼ばれる第

三者が、複数の顧客の需要をアク

ティブにコントロールすることで、

新しい価値を提供する技術です。従

来の電力供給というのは、電力使用

量の需要に合わせて送配電事業者が

発電所の出力を調整させていました

（同時同量）。このため発電所の設備

は、ピーク時に合わせて発電容量を

確保する必要があり、大規模な設備

投資が必要でした。その最終的な投

今後のエネルギー自由化市場における
市場環境の変遷（仮説） イノベーションビジネスモデル変遷のドライバー

ステージ 1

価格競争

既存料金メニューを基準とし
た値引提案。価格面のみ
の競争

ステージ 2

サービス競争

商品・サービスでの差別化
により価格競争を回避。エ
ネルギー以外の付加価値
サービスの提供

ステージ 3

イノベーション
競争

単純なエネルギー小売り事
業ではなく、他のサービスと
の統合による新たなビジネス
モデルの構築

5
新規参入および
投資需要の拡大

異業種企業によるエネルギー業
界への参入増加および、分散
型エネルギーへの投資需要の
拡大

4

政策および規制
政府による低炭素技術支援に
よる、省エネおよび再生可能エ
ネルギーの普及推進

3
顧客存在感の

増大

インターネットの普及による、企
業から個人およびコミュニティー
へのパワーシフトの促進

2
デジタル技術の

発達

センサー、デバイス、各種機器、
メーターからの膨大なデータ収
集および、分析技術などデジタ
ル技術の進展

1
分散化エネルギー

資源の普及

蓄電池、分散型電源（再生可
能エネルギー、コージェネレーショ
ンなど）のコストダウンおよびパ
フォーマンスの向上
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資コストは電力料金に転嫁されます。

デマンドレスポンスは、これを

180度転換した発想です。発電側の

アセットは必要最小限にとどめて設

備投資コストを抑制し、供給能力を

超える場合には、利用者側の電力使

用を一時的に制限して乗り切る考え

方です。

こう聞くと、顧客に不便を強いる

窮屈な節電策のように思えますが、

利用者側にストレスを感じさせない

仕組みを実現しているのが、最新の

デジタル技術です。最先端のデマン

ドレスポンスでは、電力供給量を電

力需要量が上回りそうになると、送

配電事業者から電力需要をコント

ロールするよう指令を発します。先

進的なデマンドレスポンスのシステ

ムが優れているのは、指令を受けて

からわずか10秒以内など瞬時に顧

客の電力需要を抑制、需給のバラン

スを保ったまま、電力供給のシステ

ム全体を最適に保つことができる点

です。これはとても人間の手作業で

は不可能です。常にシステムが契約

者の需要状況をモニタリングし、必

要が生じた際には、瞬時にかつ自動

的に需要抑制を実行します。

調整は、供給側と契約者の間であ

らかじめ合意した条件に基づいて行

います。例えば、電力需要抑制が必

要になった場合に、承諾を得られて

いる契約者に協力してもらい、電力

消費設備（生産プロセス、給湯、空

調など）を、事前の取り決めに基づ

いて需要抑制するというものです（特

定の設備の電源をオフにする、空調

温度を上げるなど）。これは広義の

シェアリング・エコノミー・モデル

と捉えることができます。これまで

のように、自社でニーズの最大容量

を見越した設備を建設して維持・管

理するのではなく、電力需要の調整

余地を、需要家にシェアしてもらう

わけです。以前は考えられなかった

こうしたサービスが、デジタル技術

で可能になっています。

上記は需要抑制によるパターンで

すが、デマンドレスポンスにはほか

にも、電力設備の使用を蓄電池によ

り夜間に分散して需要のピークをシ

フトする方法や、需要家が持ってい

る発電設備を稼動してもらうこと

で、系統からの供給量を削減する方

法などがあります。

もともと米国で生まれたデマンド

レスポンスですが、現在はヨーロッ

欧米に見るエネルギービジネスのアプローチと六つの主要なイノベーションモデル
欧米市場では、すでに数多くのエネルギー運営における新しいビジネスモデルが構築されている。それらの中か
ら150社を超えるビジネスモデルを調査・分析し、イノベーションビジネスの主要な6種類のアプローチとして分
類したモデルが、Delta Energy & Environment社（イギリス）によって提供されている。

1コラム

TOU最適化
モデル

デマンドシフト、蓄電およ
び分散型電源の活用によ
り、フレキシビリティー（調
整力）から価値を創出

マーケット
プレイス運営

モデル

製品やサービスの提供で
はなく、ステークホルダー
間での各種取引を支援す
るマーケットプレイスを運
営

ライフスタイル
製品モデル

顧客の生活品質やカスタ
マーエクスペリエンスの向
上にフォーカスし、主に家
庭内のデバイスとアプリを
対象とした製品を提供

エネルギー
消費効率化

モデル

データ分析に基づくイノ
ベーティブな契約スキーム
により、運用改善や設備
改修を実施することで、エ
ネルギー効率化を支援

従量課金型
モデル

顧客との継続的な関係性
を構築。一回限りの製品
購入ではなく、製品の利
用を継続的なサービスとし
て提供

バンドリング
モデル

エネルギーとその他サービ
スを組合せて、新たな付
加価値を提供

Delta Energy & Environment社によるイノベーションビジネスモデルの分類

1 4

2 5

3 6

特集  2 Energy

※TOU＝Time of Use、時間帯別料金
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パの方が進んでいる印象です。自社

の大型発電設備を持たない電力会社

が太陽光発電と蓄電池を組み合わせ

て契約世帯に設置、それをネットワー

ク化し、需要家の自家消費比率を最

大化しつつ、デマンドレスポンスも

実施するドイツのベンチャーなどが

話題を集めています。

知見の提供と支援で 
情報収集などを効率化

欧米での成功事例を踏まえ、今後、

日本のエネルギー業界ではどんなイ

ノベーション競争が湧き起こってく

るのでしょうか。わが国は、ようや

く自由化の緒に就いたばかりで、何

もかもこれからという状況です。こ

うした中で、エネルギー業界で生き

残りを賭けた新しいビジネス創造に

チャレンジしようという企業、また

業界の壁を超えて新たにこの分野に

乗り込んで行こうという企業に向け

て、私たちはバックアップしていき

たいと考えています。

事業の初速を上げる大きなポイン

トは、情報の整理と体系化だと認識

しています。現在のところ新しいエ

ネルギービジネスに関する情報はほ

とんど整理されておらず、次々に海

外からもたらされる情報や知見はど

こに行けば得られるのかといった、

初歩的な段階で時間を費やすケース

も少なくありません。しかも未知の

分野のため、どの情報に価値があり

学ぶべき事例と言えるのか、その選

定もおぼつかない状況です。

私たちは2年ほど前からそうした

エネルギー業界の動向をグローバル

でリサーチしている企業と協業しな

がら、最新の情報の収集・評価、そ

してそれを体系化する取り組みを進

めています。さらに最近では、この

研究成果を基に今後の業界動向がど

うなるか、何が必要なのかを定期的

に評価・予見して企業に提供してい

ます。

今後エネルギー企業は、好むと好

まざるにかかわらず、新しいビジネ

ス環境に突入していくことになりま

す。その時、体系化された最新の情

報と、エネルギー分野での実績やノ

ウハウを積極的に活用して、戦略を

策定する必要があります。私たちは

今、海外の成功例の中からベストプ

ラクティスを日本語化し、さまざま

なドキュメントやナレッジベースと

して提供する取り組みも始めています。

また、実際にビジネスをスタート

させる際には、エネルギー分野の知

見だけではなく、財務・調達・法務

2コラム

ソフトウエア開発から
電力ビジネスに参入した
破壊的イノベーション企業

　デマンドレスポンスを活用、顧客
の電力需要をコントロールして、送
配電事業者が需給調整に必要なフレ
キシビリティー（調整力）を供給す
るモデルは、「TOU最適化モデル」
と呼ばれている（コラム1「六つの
イノベーションモデル」参照）。こ
の成功例として知られているのが
REstore社（ベルギー）だ。
　もともとソフトウエア開発のスター
トアップ企業だった同社は、エネル
ギーを多く消費する製造業の企業を
顧客に持つ。すべての顧客とリアル
タイムでデータ連携する仕組みを構
築し、電力利用状況や電力の市場価
格動向を常時モニタリングしながら、
オンラインで顧客の電力需要を直接
コントロールする。異業種から電力
ビジネス市場に新規参入し、なおか
つ破壊的なイノベーションをもたら
した例として、高く評価されている。

フレキシビリティー

フレキシビリティー
・供給力電力

対価

対価電気料金

産業（C&I） 家庭用

電力 お金 サービス

発電事業者

送配電事業者

需要家

小売り事業者 REstore社

C&I＝Control & Instrumentation
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といった分野にまで及ぶ幅広い知見

を連携させ、体制を構築する必要が

あります。その点でもバックアップ

できると考えています。

スピーディーな意思決定 
リスクを恐れない人材が鍵

最後に、これからの競争環境で成

功のヒントとなるキーワードを挙げ

てみたいと思います。それは「意思

決定のスピードアップ」です。従来

のエネルギービジネスは、産業分野

の中でもかなり安定していただけに、

意思決定のプロセスが多く、最終的

な決定までに時間が必要でした。し

かし、デジタルと融合した新しいビ

ジネスモデルを創造するには、とに

かく迅速に判断し、やってみて評価

し修正する、ITなどで言われる“ア

ジャイルなアプローチ”が不可欠で

す。これまでのように「じっくり考

えて決め、ようやく実行する」ので

はなく、「考えながら走り、走りな

がら考え、次々に試してみる」スタ

イルです。そうして自分たちの目指

すビジネスのPDCAサイクルを可能

な限り速いスピードで回し続けるこ

とが、ゴールへの最短コースなのです。

もちろんこれには、ドラスティッ

クな変革を実行できる組織や体制づ

くりが欠かせません。新しいビジネ

スの専門部署を立ち上げる、新規事

業を別会社化するなど、いったん既

存の体制から外に出して動かす勇気

が必要です。

海外の企業でも、大企業がベン

チャーのような別会社を設立し、迅

速な判断とトライ＆エラーを繰り返

せるよう意思決定の権限を与えた結

果、成功した例が数多くあります。

最も避けたいのは、今までの体制

の延長で何とかしようとすることで

す。リスクを恐れて社内に組み込ん

だまま走らせても、既存の体制や意

思決定のフローに足を取られてしま

うでしょう。

もう一つ大事なのが、「人の育成」

です。組織だけでなく人間自体もこ

れまでとは違う新しい考え方、発想

が求められるため、従来の業務や教

育とは別の進め方で育てていく仕組

みが不可欠です。

欧米ではすでにいろいろな成功事

例がありますが、先方は20年前に

市場が自由化されています。つまり、

20年という長い時間をかけて、現

在の成果を生み出してきたのです。

ところが日本は2016年の電力自

由化の一方で、11年の東日本大震

災以降増えてきた再生可能エネル

ギーの流れが17年の改正FIT（固定

価格買い取り制度）の施行で加速し、

そこにデジタルテクノロジーの進化

が拍車を掛けています。

その意味では、これからの日本の

エネルギー業界は、欧米が経験した

ことのないスピードで、市場構造の

変化と破壊的イノベーションの到来

を経験することになるでしょう。私

も専門家の一人として、企業ととも

にこの変革に挑んでいきたいと考え

ています。

特集  2 Energy
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